
 

　　（２０１９年 ３月３１日現在） （単位 ： 百万円）　

流　動　資　産 100,748 流　動　負　債 96,575
現金及び預金 18,693 支払手形 380
受取手形 3,160 買掛金 92,127
売掛金 56,031 リース 債務 361
商　 品 13,423 未払金 786
前払費用 146 未払費用 524
未収入金 9,283 未払法人税等 603
その他 8 未払消費税等 746

賞与引当金 776
返品調整引当金 71
その他 198

固　定　資　産 52,427 固　定　負　債 17,164
有形固定資産 22,492 長期借入金 4,800

建　 物 8,700 リース 債務 1,632
構築物 688 繰延税金負債 4,405
機械装置 815 退職給付引当金 6,122
車両運搬具及び器具備品 254 資産除去債務 179
土　 地 9,963 その他 25
リース 資産 2,057
建設仮勘定 13

負　債　合　計 113,740
無形固定資産 734

施設利用権 4 株　主　資　本 24,633
ソフトウエア 681 資本金 1,328
電話加入権 48 資本剰余金 601

資本準備金 601
投資その他の資産 29,200 利益剰余金 22,702

投資有価証券 23,978 利益準備金 332
関係会社株式 139 その他利益剰余金 22,370
出資金 2 固定資産圧縮積立金 400
長期貸付金 84 別途積立金 12,365
破産更生債権等 152 繰越利益剰余金 9,604
長期前払費用 40
差入保証金 4,663 評価・換算差額等 14,801
その他 335 その他有価証券評価差額金 14,801
貸倒引当金 △ 196

純 資 産 合 計 39,434

資　産　合　計 153,175 負債純資産合計 153,175

　貸　借　対　照　表　

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

純　資　産　の　部

第 57 期 決 算 公 告　
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２０１８年 ４月  １日
２０１９年 ３月３１日 （単位 ： 百万円）

科　　　　　　目

売上高 265,911

売上原価 247,957

売上総利益 17,954

販売費及び一般管理費 16,943

営業利益 1,010

営業外収益

受取利息及び配当金 565

受取事務手数料 775

投資事業組合運用益 140

その他 197 1,677

営業外費用

支払利息 54

その他 34 89

経常利益 2,598

特別利益

固定資産売却益 140

投資有価証券売却益 488 629

特別損失

固定資産売却損 38

固定資産除却損 46

災害損失 32 118

税引前当期純利益 3,109

法人税、住民税及び事業税 968

法人税等調整額 165 1,134

当期純利益 1,975

　損　益　計　算　書　

金　　　　　　額
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　２０１８年 ４月  １日

　２０１９年 ３月３１日
（単位 : 百万円）

資本剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,328 601 332 406 12,365 8,184 21,289 23,219

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩し

△ 5 5 － －

剰余金の配当 △ 562 △ 562 △ 562

当期純利益 1,975 1,975 1,975

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － △ 5 － 1,419 1,413 1,413

当期末残高 1,328 601 332 400 12,365 9,604 22,702 24,633

評価・換算差
額等合計

当期首残高 17,073 40,293

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩し

－

剰余金の配当 △ 562

当期純利益 1,975

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△ 2,272 △ 2,272

事業年度中の変動額合計 △ 2,272 △ 858

当期末残高 14,801 39,434

 　株主資本等変動計算書　 

株　主　資　本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金

17,073

△ 2,272

△ 2,272

14,801
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準および評価方法

　　①　子会社および関連会社株式 移動平均法による原価法

　　②　その他有価証券

　　　・時価のあるもの 当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　　　・時価のないもの 移動平均法による原価法

　　③　たな卸資産

　　　・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、建物10～50年、構築物10～50年、

機械装置10～17年であります。

　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

　　　・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

　　　・その他の無形固定資産 定額法によっております。

　　③　リース資産

　　　・所有権移転外ファイナンス・ 主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

　　　　リース取引に係るリース資産 する定額法によっております。

　(3) 引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

　　②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込

額に基づき計上しております。

　　③　返品調整引当金 商品の返品による損失に備えて、過去の返品実績率およ

び売上総利益率より算定した必要額を計上しておりま

す。

　　④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当社は当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　　　・退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

　　　・数理計算上の差異および過去勤務 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

　　　　費用の費用処理方法 間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

　(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　　消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。
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２．表示方法の変更に関する注記

　　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号（2018年2月16日）を当会計
　　年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
　　債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更しました。
　　

３．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

　　①　担保に供している資産

　　　　定期預金 100百万円

　　　　建物 95百万円

　　　　土地 675百万円

　　　　投資有価証券 4,357百万円

　　　　　　計 5,228百万円

　　②　担保に係る債務

　　　　買掛金 25,415百万円

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,769百万円

　(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

　　①　短期金銭債権 429百万円

　　②　長期金銭債権 28百万円

　　③　短期金銭債務 14,851百万円

４．損益計算書に関する注記

　(1) 関係会社との取引高

　　①　売上高 76百万円

　　②　仕入高 48,602百万円

　　③　その他の営業取引高 2,091百万円

　　④　営業取引以外の取引 42百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

　(2) 剰余金の配当に関する事項

　　　配当金支払額

決　　議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

株式の種類
前事業年度
末の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 26,540千株 －千株 －千株 26,540千株

2019年3月12日
取締役会

普通
株式

562 21.175 2018年12月31日 2019年3月22日
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６．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

　　　　　　賞与引当金 237百万円

　　　　　　未払事業税 40百万円

　　　　　　未払費用 34百万円

　　　　　　貸倒引当金 60百万円

　　　　　　退職給付引当金 1,872百万円

　　　　　　固定資産 169百万円

　　　　　　その他 391百万円

　　　　繰延税金資産小計 2,805百万円

　　　　　　評価性引当額 △ 498百万円

　　　　繰延税金資産合計 2,307百万円

　　　　繰延税金負債

　　　　　　未収割戻金 　　27百万円

　　　　　　固定資産圧縮積立金 176百万円

　　　　　　資産除去債務に対応する除去費用 21百万円

　　　　　　たんぽぽ建物譲渡益 12百万円

　　　　　　その他有価証券評価差額金 6,474百万円

　　　　繰延税金負債合計 6,712百万円

　　　　繰延税金負債の純額 4,405百万円

７．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　　当社は資金運用については主として短期的な預金等に限定しております。

　　　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

　　ます。また、未収入金は主として購買先に対する未収リベートと収納代行会社に対する未収自動集金

　　残高であり、信用リスクの低い購買先および収納代行会社と取引を行っております。

　　　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

　　す。

　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　　2019年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

　　は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

　　含まれておりません。(（注２）参照のこと。)
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（単位：百万円）

　　　(*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　 ① 現金及び預金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。

　　　 ② 受取手形及び売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。なお、貸倒引当金相当額を控除しております。

 　　　③ 未収入金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。なお、貸倒引当金相当額を控除しております。

 　　　④ 投資有価証券

　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

 　　　⑤ 支払手形及び買掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。

（注２）非上場株式（貸借対照表価額32百万円）については、市場価額がなく、時価を把握することが極

　　　　めて困難と認められることから上表には含めておりません。

８．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社および法人主要株主等

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）商品の仕入価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

　(2) 兄弟会社

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）商品の仕入価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 1,485円　82銭

　(2) １株当たり当期純利益 74円　43銭

貸借対照表
 計上額（*）

時価（*） 差額

　①　現金及び預金 18,693　 18,693　 －

　④　投資有価証券

　　　その他有価証券 23,945　 23,945　 －

　②　受取手形及び売掛金 59,191　 59,191　 －

　③　未収入金 9,283  9,283　 －

期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

　⑤　支払手形及び買掛金 （92,508） （92,508） －

属性
会社等
の名称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の所
有(被所有)割

合(％)

関係内容

親会社
㈱ﾊﾞｲﾀﾙｹｰｴｽ
ｹｰ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
ｽ

5,000

グループ全体の最
適化を図るため
の、企画・運営・
管理およびグルー
プ全体の経営統括
ならびにそれに付
帯する事業

所有
直接

５人

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目

当社に対
しての経
営指導・
商品の共
同仕入

商品の
共同仕入
(注１)

48,587

未収入金 411

－
買掛金 14,663

被所有

100.0

期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

属性
会社等
の名称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の所
有(被所有)割

合(％)

関係内容

兄弟会社 ㈱ﾊﾞｲﾀﾙﾈｯﾄ 3,992 医薬品卸売業

所有
直接

１人

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目

兄弟会
社・商品
の共同仕
入

商品の
共同仕入
(注１)

947－
買掛金 1,810

被所有
－
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